
 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

長浜市商工会（法人番号 １１６０００５０１０８０４） 

長浜市（地方公共団体コード ２５２０３４） 

実施期間 令和２年４月１日～令和７年３月３１日 

目標 

（１）事業計画策定による小規模事業者の経営力強化を図ります。 

（２）地域事業者間の連携支援による販路開拓を図ります。 

（３）特産品開発や新商品開発など経営革新につながる支援を強化します。 

（４）きめ細かな創業支援と、創業後の事業継続を図ります。 

（５）新たな支援体制を構築し、職員の支援力向上を図ります。 

事業内容 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

２．地域の経済動向調査に関すること 

当地域の経済状況について、国が提供する ッグデータから定期的に情報収集

を行い、小規模事業者への情報発信システムを構築していきます。 

３．経営状況の分析に関すること 

個社の経営課題への意識付けから、定量分析たる「財務分析」と定性分析たる

「ＳＷＯＴ分析」を行い、経営課題の明確化までを一貫して活用していきます。 

４．事業計画策定支援に関すること 

巡回指導、セミナー開催により、需要の掘り起しを行うとともに、小規模事業

者に対して各支援機関と連携しながら事業計画策定支援行う。また、創業者・

第二創業者に対しても、事業計画策定支援の周知を図り創業計画等策定支援に

つなげます。 

５．事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画策定後の実効性を高めるため、巡回指導を中心とした事業計画の進捗

状況の確認を行うとともに、問題解決に必要な指導・助言を行い伴走型の支援

に取り組みます。 

６．需要動向調査に関すること 

各種統計調査によるデータの収集・分析を行 個社支援に活用し、小規模事業

者の課題解決に取り組みます。 

７．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

個々の事業者の事業につ て、商品・サービスの魅力付け、情報発信・PR・販

売ルート開拓・利益確保の実現までの一貫した伴走型支援を行います。 

Ⅱ．地域経済の活性化に資する取り組み 

地域間交流（人材・商品・ノウハウ）を活発にすることで、地域経済を活性化

していきます。 

連絡先 

長浜市商工会 経営支援課 

〒529-0341 滋賀県長浜市湖北町速水２７４５番地 

TEL:0749-78-2121 FAX:0749-78-1300 E-mail:shien@nagahamasci.or.jp 

長浜市 産業観光部 商工振興課 

〒526-8501 滋賀県長浜市八幡東町６３２番地 

TEL:0749-65-8766 FAX:0749-65-8766 E-mail:syoukou@city.nagahama.lg.jp 
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❷長浜市の概要 

 

長浜市は滋賀県の東北部に位置し、令和元年８月１日現在１１５，１１７人と、滋賀県内において

は大津市、草津市に次いで第３位の人口を擁しており、湖北地域において、経済ともに中心的な存在

となっています。 

 長浜市を構成しているのは「旧長浜市」と、新たに合併した「旧東浅井郡」「旧伊香郡」であり、「旧

東浅井郡」には「東浅井商工会」「びわ商工会」、「旧伊香郡」は「長浜北商工会」が設置されています。

この３商工会が合併し「長浜市商工会」となります。（旧長浜市は長浜商工会議所地域） 

 

❸長浜市と長浜市商工会の歴史 

 

年 月 沿 革 備 考 

昭和１８年 ４月 長浜市制を施行  

昭和３５年１０月 木之本町商工会が設立  

昭和３５年１１月 

浅井町商工会・虎姫町商工会・湖北町商工会・びわ

村商工会・高月町商工会・余呉村商工会・西浅井村

商工会が設立 

 

昭和４６年 ５月 
びわ町商工会・余呉町商工会・西浅井町商工会に、

名称変更 
町制施行により 

平成１８年 ２月 長浜市と東浅井郡浅井町、びわ町が合併 長浜市が新設 

平成１９年 ５月 浅井商工会・びわ商工会に名称変更 行政の合併により 

平成２２年 １月 
東浅井郡虎姫町、湖北町、伊香郡高月町、木之本町、

余呉町、西浅井町が長浜市へ編入 
現在の長浜市となる 

平成２２年 ５月 虎姫商工会に名称変更 行政の合併により 

平成２５年 ４月 
高月町商工会、木之本町商工会、西浅井町商工会、

余呉町商工会が合併 
長浜北商工会が新設 

平成２７年 ４月 浅井商工会、虎姫商工会、湖北町商工会が合併 東浅井商工会が新設 

令和 ２年 ４月 ３商工会が合併 
長浜市商工会が新設

(予定) 

 

上記のように、平成１８年に浅井町とびわ町が東浅井郡から、平成２２年に虎姫町と湖北町と高月

町と木之本町と西浅井町と余呉町がそれぞれ東浅井郡、伊香郡から編入され、今の長浜市となりまし

た。商工会はそれぞれの地域に名称変更及び合併しながら存続してきましたが、令和２年４月に合併

することになりました。 
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❹長浜市と各商工会地域の人口と人口比率 

 

     表１．長浜市と各商工会地域の人口と面積 

  人口(人) 比率(％) 面積(km2) 比率(％) 

旧 長 浜 市 60,900 51.5  45.50  8.4  

東 浅 井 26,403 22.3  125.62  23.3  

び   わ 6,844 5.8  16.98  3.1  

長 浜 北 24,046 20.4  351.38  65.2  

長浜市(合計) 118,193 100.0  539.48  100.0  

  ※琵琶湖除く(平成 27年国勢調査) 

  

長浜市と各商工会地域の人口と面積（表１）から、人口比率を見ると、びわ商工会地域が５．８％

と極めて少なく、東浅井商工会地域と長浜北商工会地域を含めた３商工会地域を合計すれば４８.

５％となり、旧長浜市と比較すると人口比率は、ほぼ同数となります。面積は長浜北商工会地域が長

浜市全体の約６５％を占めています。 

 人口は旧長浜市と長浜市商工会地域ではほぼ同数ですが、面積の比率では、約１０倍の差がありま

す。つまり、それだけ人口（事業所も）が点在しています。集積していない故に、関係性や連携が希

薄なので、そのハブ機能を長浜市商工会が担っていく必要があります。 
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❷長浜市商工会地域全体の業種別商工業者数の推移と小規模事業者数 

  

表５．業種別商工業者数の推移（３商工会合計） 

 
調査年 

小規模事 

業者数⑤ 
建設業 製造業 

卸・小

売業 

飲食・

宿泊業 

サービ

ス業 
その他 合 計 

① H21 2,279 546 362 638 190 688 583 3,007 

② H24 2,115 474 323 554 174 588 460 2,573 

③ H26 1,907 443 327 523 180 613 546 2,632 

④ H28 1,804 402 291 506 156 575 443 2,373 

 
増減数 

（④－①） 
△475 △144 △71 △132 △34 △113 △140 △634 

⑤ 
商工会員数 

(H30.4.1) 
 431 201 295 90 213 100 1,330 

出典：①～④経産省「経済センサス」⑤商工会実態調査より 

 

 
 

 

長浜市商工会全体 

 

 H21 と H28 を比較すると全ての業種が減少しています。特に建設業と小売業の減少が目立

ちます。建設業の減少は、公共工事の減少に伴う事が、小売業については、ロードサイドへの

大型店舗の進出が原因として考えられます。 
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表６．小規模事業者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【３】長浜市商工会地域（合併後）の特徴と長浜市との比較 

 

【長浜市商工会地域の特徴】 

 

❶住民の高齢化と生産年齢人口の減少 

 

≪長浜市全体のデータから≫ 

 

長浜市全体の「年齢３区分別人口の推移（長浜市）」（図２）からは、年齢０～１４歳の子どもが減

り続ける一方、６５歳以上の高齢者は増加していることがわかります。生産人口である年齢１５～６

４歳人口はＨ１２年以降減少が続いており、この傾向は今後も続くことが予想されています。 

「Ｈ２７年人口ピラミッド（長浜市）」（図３）からは、若い世代が少なく、中高年層に厚みのある

年齢構造となっており、団塊世代と団塊ジュニア世代が多い人口構造が読み取れます。今後は厚みの

ある中高年層が６５歳以上となり、高齢者はさらに増加するとみられます。 

 

表 7．年齢３区分別人口 

 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27 

15歳未満 29,712 28,162 24,430 21,708 20,434 19,345 18,203 16,132 

15～64歳 75,814 78,016 78,327 78,761 78,900 78,323 74,715 68,787 

65歳以上 14,458 16,211 18,649 21,933 24,517 26,829 29,125 31,244 

 

 

 調査年 東浅井 びわ 長浜北 合計 

①  H21 948 317 1,014 2,279 

②  H24 837 254 1,024 2,115 

③  H26 730 212 965 1,907 

④  H28 703 196 905 1,804 

 

 

増減数 

(④-①) 
△245 △121 △109 △475 

経済センサスを参考に、商工会実態調査の統計で、小規模事業者の推移（H21～H28）

を見ると、東浅井地域が△245、びわ地域が△121、長浜北地域が△109 と、すべての地域

で減少しています。特に東浅井地域の減少率が顕著です。 
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❸長浜市商工会地域の課題と商工会に求められるもの 

 

当地域の産業構造を活かし、結びつけて高付加価値化するには、先ずは一次・二次産業を密接に結

びつけることが必要です。一次産品は、地域外に市場を求めることが可能であり、人口減少の時代に

おいても発展の可能性があります。 

 一次産業は地域に根ざしているため、地域に着実な雇用を生み出す産業であり、地域の人材を活か

し、その競争力を高めていく必要があります。合併する３商工会それぞれにある地域資源などを有効

に使い、それを加工して、ひいては第三次産業につなげることも可能になります。 

 これを具現化するには、３地域の地域資源などの十分な絞込み、特産品の開発、関連する商品全体

を幅広い観点から連携機関と協力してプロデュースして くことが必要とされます。 

 

❹長浜市の今後の方向性 

  

長浜市では、人口減少・少子高齢化など自治体経営がさらに厳しさを増すことが予想されるなかで、

１０年、２０年先を見据えた未来志向のまちづくりに向かうため、平成２９年度を初年度として令和

８年度までの１０年間を計画期間とする「長浜市総合計画」を策定しました。令和元年度より令和４

年度まで長浜市総合計画第２期基本計画の計画期間に入っています。 

 

【長浜市総合計画について】 

 

長浜市では、長浜市総合計画（２０１７年～２０２６年）において「めざすまちの姿」を「新たな

感性を生かし みんなで未来を創るまち長浜」と定め、それを実現するための合言葉として「Challenge
ﾁ ｬ ﾚ ﾝ ｼ ﾞ

 

&
ｱﾝﾄﾞ

 Creation
ｸ ﾘ ｴ ｰ ｼ ｮ ﾝ

」をキャッチフ ーズとしています。 

また、まちづくりの重点テーマとして「かがやく」「みなぎる」「つながる」の３つを基本とし、６

つの重点プロジェクト、さらには、まちづくりの政策・施策につなげています。 

 

＜まちづくりの重点テーマ＞ 
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【長浜市産業振興ビジョンについて】 

 

 長浜市では、市町合併後の地域資源を活かした産業活性化を推進するため、総合計画に先立つ平成

２４年（２０１２年）に「長浜市産業振興ビジョン」を策定しました。産業振興ビジョンは中長期的

な産業振興を図る観点から、四半世紀後（令和１９年・２０３７年）の目指すべき都市・産業の姿を

「『長浜スタイル』で拓くグローカル産業都市」と定め、それに向かうための施策を１期５年間の産業

振興ビジョンに盛り込んでいます。現在は、第２期ビジョン（２０１７～２０２１年）により各施策

を推進しています。第２期産業振興ビジョンは５つの施策指針により産業振興策を進めています。 

 

＜５つの施策指針＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【長浜市商工会としての長浜市への関わり方】 

 

長浜市総合計画第２期計画の「１．たくましい経済基盤をつくるまちづくり」のなかに地域産業の

振興についての施策が定められており、市町合併により広域となった市域の中小企業者の振興を図る

ため、長浜市商工会と商工会議所が連携し一体となって市全体の産業振興に寄与しています。 

第２期長浜市産業振興ビジョンにおいて定められている「長浜ビジネスサポートセンター」が令和

元年１２月に、市内全事業者を対象とした中小企業支援のワンストップサービスの拠点として開設さ

れます。長浜市商工会はこの拠点を活用し、市内小規模事業者や新たに事業に取り組む起業者の支援

にあたります。 

 さらに、長浜市の産業の特徴であるバイオ産業については、長浜市商工会と長浜バイオ大学、長浜

バイオインキュベーションセンターなどと連携し、６次産業化に向けた事業者支援を行います。 
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（２）小規模事業者の長期的な振興のあり方 
 

東浅井商工会・びわ商工会・長浜北商工会の３商工会は、２度の市町合併により同一の自治体にな

ったという共通の理由により、令和２年４月に合併し、新しく「長浜市商工会」としてスタートする

こととなりました。 

今までは各商工会単位でそれぞれが中長期的な振興のあり方を検討してきましたが、今後は新しく

設立される「長浜市商工会」において小規模事業者の中長期的な振興のあり方を検討します。 

 

【地域として目指す１０年後の姿】 

 

 

 

 

 

 

長浜市商工会地域は１２年前と１０年前に２回に分けて長浜市と合併したものの、旧長浜市や各地

区間の関連も薄く、経済構造もそれぞれが大きく異なっています。この違いを市場の拡大や地域特性

を活かした事業の推進、新しい連携や新商品開発などの可能性として再考することで、持続発展して

いく地域を目指していきます。 

また、旧長浜市との経済規模格差については、その格差が今よりも拡大しないよう緩和していくこ

とに重点を置き、長浜市商工会が策定する経営発達支援計画を実施することにより、経営基盤が強く、

特色ある小規模事業者が多く存在する地域を目指していきます。 

 

【長浜市総合計画との連動性・整合性】 

 

長浜市総合計画実施計画（２０１９～２０２２年度）において、「政策４ 産業・交流 ～まちの魅

力が光活力にあふれる～」の「商業振興対策事業」に位置付けています。長浜市商工会と長浜市が連

携して、地元小規模事業者の振興を図り、地域経済の活性化を推進します。 

 

【長浜市商工会としての役割】 

 

長浜市商工会は、長浜市中北部の小規模事業者を中心として会員企業の拡大を図り、各事業所の経

営活動の維持・拡大に必要な支援を行い、地域経済の活性化を推進する役割を担います。 

 

（３）経営発達支援計画の目標 
 

前述の振興のあり方を踏まえ、経営発達支援計画の目標を下記のように定めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

長浜市商工会が中心となり、 

経済構造の違いと経済規模の格差を、各地域の特徴として活かしながら 

経営基盤が強く、特色ある小規模事業者が多く存在する地域を目指します。 

 

【目標】 長浜市商工会地域小規模事業者の経営基盤強化のため、 

次の５つを目標として各種の支援を実施します。 

１．事業計画策定による小規模事業者の経営力強化を図ります。 

２．地域事業者間の連携支援（マッチング支援）による販路開拓を図ります。 

３．特産品開発や新商品開発など経営革新につながる支援を強化します。 

４．きめ細かな創業支援と、創業後の事業継続を図ります。 

５．新たな支援体制を構築し、職員の支援力向上を図ります。 
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（４）目標達成のための実施方針 
 

経営発達支援計画の目標達成のため、以下を実施方針として各支援事業を実施します。 

 

 

１． 事業計画策定による小規模事業者の経営力強化を図ります。 

 

小規模事業者が自社の現状と「自社の強み・弱み」を認識し経営課題を掘り起こすとともに「強み

を生かす」事業計画を策定できるよう、複数の職員の目を通して効果的な計画策定支援を行い、強く

てたくましい事業者を育てていきます。 

策定後も計画の実行について伴走型支援を展開し、一緒に課題解決を考え支援する「良き伴走者」

として、経営力の強化を図るとともに、事業承継や後継者問題など、事業継続につながる支援も同時

に強化していきます。 

 

 

２． 地域事業者間の連携支援（マッチング支援）による販路開拓を図ります。 

 

合併を契機に各商工会が持つ事業者情報を共有することにより、新たなビジネスチャンスの創出を

目指します。また各関係機関とも連携をとることによって商工会内だけでなく、外部のビジネスマッ

チングも積極的に活用していきます。 

 

 

３． 特産品開発や新商品開発など経営革新につながる支援を強化します。 

 

各地域の産業構造や地域の特徴を生かし、新たな特産品開発や新商品開発を推進します。農商工連

携や６次産業化など、新たな連携を通じ、地域事業者間のマッチングの可能性も探っていきます。 

従来では気が付かなかった事業所の特徴等を、長浜市商工会全体で意見交換し、新鮮な切り口やア

イデアにより新たな可能性や提案を行うことで、商品化や経営革新につなげていきます。 

 

 

４． きめ細かな創業支援と、創業後の事業継続を図ります。 

 

創業に必要なスキルやノウハウの習得から事業計画策定支援、創業後のフォローアップまで、創業

希望者や事業者のニーズに合わせた支援を実施し、事業の継続をバックアップしていきます。「長浜ビ

ジネスサポートセンター」の活用や「創業塾」の運営など、長浜商工会議所、行政、金融機関とも連

携した創業支援を行います。 

 

５． 新たな支援体制を構築し、職員の支援力向上を図ります。 

 

事業者支援については、長浜市商工会としての新たな支援体制として、複数職員によるチームとし

ての支援体制（ＯＪＴを含む）をとっていきます。また、職員の支援力を高いレベルで平準化し、「高

度化」「多様化」する案件に応える体制を整えていきます。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和２年４月１日～令和７年３月３１日） 

 

（２）経営発達支援事業の内容 

 

Ⅰ．経営発達支援事業の内容 

  

２．地域の経済動向調査に関すること 
 

（１） 現状と課題 

 

東浅井商工会、びわ商工会、長浜北商工会の３商工会は、滋賀県湖北エリアでの経営発達支援

計画策定のために、各商工会独自での「経営実態調査」を行い、簡易な景況感と商工会活動への

ニーズを収集し調査をしてきました。  

しかしながら、調査内容やサンプル数などは各商工会によって異なるため、データとしての互

換性は低く、国が提供するビッグデータ等を活用した専門的な分析が出来ていなかった為、合併

後の長浜市商工会としての経済動向調査としては、内容・方法を見直さざるを得ません。  

また、現在合併前に行っている「動向調査」の課題としては、調査方法などの情報収集に統一

感がないことと、地域内の事業者の手に届く形の独自の情報ツールが乏しいなど、情報提供の方

法も整備されていないところなどが挙げられます。 

今後は、国が提供するビッグデータ等を活用した専門的な経済動向調査（二次データ）から情

報を集約し、長浜市商工会が独自で行う調査（一次データ）の結果と比較検証することで地域の

経済動向を正確に把握し、的確な指導を行うための基礎資料としていきます。  

 

（２） 事業内容 

 

① 国が提供するビッグデータの活用 

当地域において真に稼げる産業や事業者に対し、限られたマンパワーや政策資源を集中

投下し、効率的な経済活性化を目指すため、経営指導員等が「ＲＥＳＡＳ」（地域経済分

析システム）を活用した地域の経済動向分析を行い、年１回、公表します。 

【分析手法】・「地域経済循環マップ・生産分析」 →何で稼いでいるか等を分析 

・「まちづくりマップ・From-to分析」→人の動き等を分析 

・「産業構造マップ」→産業の現状等を分析 

⇒上記の分析を総合的に分析し、事業計画策定支援等に反映します。 

 

② 管内の景気動向等についてより詳細な実態を把握するため、滋賀県商工会連合会が行う

「小規模企業景気動向調査」に独自の調査項目を追加し、管内小規模事業者の景気動向等

について、年４回調査・分析を行います。 

【調査対象】管内小規模事業者120社（製造業、建設業、卸売業、小売業、サービス業、

その他業から20社ずつ） 

【調査項目】売上額、仕入価格、経常利益、資金繰り、雇用、設備投資。  

【調査手法】調査票を定期巡回で訪問し返信用封筒等で回収します。 

【分析手法】経営指導員等が外部専門家と連携し分析を行います。 
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（３） 成果の活用 

 

○情報収集・調査分析した結果はホームページに掲載し、広く管内事業者等に周知しま

す。 

○経営指導員等が巡回指導を行う際の参考資料とします。また、事業計画策定にも活用 

していきます。 

 

（４）目 標 

 

小規模企業景気動向調査票 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 現 行 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

① 公表回数 - １回 １回 １回 １回 １回 

② 公表回数 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 



- 17 - 

 

 

３．経営状況の分析に関すること 
 

（１） 現状と課題 

 

経営状況の分析に関しては、大半の事業者がその必要性すら考えておらず、小規模事業者持続

化補助金など補助金の申請をした一部の事業者が、その採択を目的とするだけの、自社の状況分

析程度にとどまっているのが実情です。 

また、商工会としても経営指導員が記帳指導や融資などで経営分析をする機会はあったもの

の、大半は必要な部分だけの一過性の分析が多く、事業者に対し一歩踏み込むことが少なかった

のも事実です。 

経営分析を行う事業者は、経営状況が良い場合と悪い場合とが考えられますが、今後は年々厳

しくなっている小規模事業者の経営状況を打破し、持続的な経営が進むようにするためにも、

各々が経営課題への意識を高め、一歩踏み込んで自社の経営状況の分析を行い、意識を高めてい

く必要があります。 

手法においても、これまでは各商工会の経営指導員がそれぞれ独自の方法で経営分析をしてき

ましたが、今後は経営指導員によって分析の差が無いよう長浜市商工会全体で統一されたルー

ル・方法により経営分析を行っていくことも必要となってきます。 

 

（２）事業内容 

 

① 定期巡回や、前述の経済動向調査などをきっかけとして、自社の経営分析等に関心を

持った事業所を発掘します。関心のある事業所に対しては、経営指導員が個別に経営分

析を行い、事業者とともに経営課題の洗い出しを行い経営分析へとつなげていきます。 

また、経営支援員とも連携を強化し、記帳代行などで気がついた売上の増減や支出の

変化などの情報から、経営指導員が経営分析の必要な事業者を掘り起こしていきます。 

 

② 経営分析の内容 

【対象者】 定期巡回等で、意欲的で販路拡大の可能性の高い２０社を選定します。 

【分析項目】（ＳＴＥＰ１）定量分析たる「財務分析」と、（ＳＴＥＰ２）定性分析たる 

「ＳＷＯＴ分析」の双方を行います。 

     【分析手法】経済産業省の「ローカルベンチマーク」等のソフトを活用し、経営指導員等

が分析を行います。 

 

    ＳＴＥＰ１：定量的分析 

財務情報を収集・分析し、ＰＣ端末を活用しての経営状況の分析 

 

経営分析の必要性を求めている小規模事業者及び経営指導員側から経営分析が必要と 

判断された事業者に対しては、巡回指導の際に経営指導員がＰＣ端末を持参し、「ローカ 

ルベンチマーク（経済産業省）」や「経営自己診断システム（中小企業基盤整備機構）」 

等を活用することで、その場でまたは後日、簡易に財務状況を分析できるよう対応しま

す。 

財務分析には、下記における指標の他に、売上・原価・利益の増減原因、同業他社と  

     の比較、商品別や得意先別売上高及び売上総利益額を分析項目とします。その分析項 

目のギャップから、財務上の強み・弱みを確認していきます。 
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≪財務分析≫ 

診断項目 具体的な指標 

収 益 性 売上高総利益率、売上高営業利益率、売上高経常利益率など 

効 率 性 総資本回転率、棚卸資産回転日数など 

生 産 性 一人当たり売上高、一人当たり経常利益など 

安 全 性 自己資本比率、流動比率、当座比率など 

成 長 性 前年比増収率、総資本回転率増減など 

 

ＳＴＥＰ２：定性的分析 

事業者の強みと市場の機会を発見 

 

ＳＴＥＰ１の定量的分析を行った事業所に対し、さらに詳細かつ多面的な経営分析と  

     して定性的分析を行います。 

また、巡回指導、窓口指導、セミナー等を通じて、経営分析に関心のある事業者を発  

     掘し、経営指導員によるヒアリングを中心に、定性的な経営分析を行います。そのた 

め、ＳＴＥＰ１とＳＴＥＰ２の入り口は状況によって変わることがあります。 

経営分析の手法としては、外部環境からの「機会」と「脅威」、内部環境からの「強 

み」と「弱み」を分析するＳＷＯＴ分析を行い、そこからクロスＳＷＯＴ分析により、 

経営課題の方向性を探っていきます。 

 

≪ＳＷＯＴ分析≫ 

 診断項目 具体的な指標 

外部環境 
市 場 環 境 社会動向、政治動向、市場動向、技術動向など 

競 合 状 況 競合動向（顕在/潜在）、仕入れ先動向、販売先動向など 

内部環境 

知 的 資 産 
人的資産、組織・体制、経営方針、顧客ネットワーク、 

ブランド、ノウハウ技術・技能、特許など知的財産など 

設 備 状 況 
設備、遊休設備、不動産、工程/生産管理、ネットワーク、

サーバーなど 

 

（３）成果の活用 
 

上記の分析を踏まえ、その結果として自社の強みと市場の機会から事業者の進むべき  

     方向性を定めていきます。また定量的分析からは特に経営改善の具体策を抽出します。 

必要であれば、各支援機関（滋賀県商工会連合会、滋賀県産業支援プラザ、滋賀県よ 

     ろず支援拠点、長浜ビジネスサポート協議会、金融機関、税理士、中小企業診断士等） 

と連携し、専門家派遣制度を活用することにより、各専門性の視点から小規模事業者の 

抱える経営上の課題を明確にしていきます。 

これらの結果から、事業者に事業計画策定の必要性や重要性を理解していただくとと 

もに、事業計画セミナーなど、計画策定の段階へと促していきます。 

 

（４） 目 標 

 

項 目 現 行 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

分析件数 － ２０件 ２０件 ２０件 ２０件 ２０件 
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４．事業計画策定支援に関すること 

 
（１） 現状と課題 

  

事業計画策定支援については、各商工会ともに小規模事業者持続化補助金の申請に合わせた事

業計画策定セミナーや個別相談会を開催してきました。 

また、セミナーや個別相談会を実施しても、実際に事業計画策定まで繋がる事業者の数も少な

く、伴走支援というより、補助金の申請が目的になっているのが現状です。 

今後は事業計画の策定が補助金申請のみならず、小規模事業者の事業の継続に必要な事業承継

などにも活用できることを説明し、事業者への意識づけを行った上での事業計画策定支援が必要

となってきます。 

事業計画策定の内容に関しても、各商工会や各経営指導員によって支援方法や内容に差があっ

たため、商工会合併を契機にノウハウを統一していく必要があります。 

 

（２）支援に対する考え方 

 

従来の経営状況の分析から一歩進めて、事業計画の策定への動機づけをすることを重視し、具

体的な事業計画策定・ブラッシュアップまでを一貫して支援します。また、事業承継に関する計

画についても、各支援機関（滋賀県商工会連合会、滋賀県産業支援プラザ、滋賀県よろず支援拠

点、長浜ビジネスサポート協議会、滋賀県事業引継ぎ支援センター、金融機関、税理士、中小企

業診断士等）と連携を取りながら、中長期的な視点で、事業計画策定に織り込むことを支援して

いきます。 

事業計画策定セミナーや個別相談会を通じて、経営状況の分析（財務分析含む）を行った事業

所に対し、事業計画策定の必要性や有益性を理解してもらい、現状の経営状況とこれからの企業

としてのあるべき姿について検討していきます。そのあるべき姿への実現に向け、経営理念・経

営ビジョンを整理したうえで、顧客のニーズと市場の動向、自社や自社が提供する商品・サービ

ス・製品の強み、経営方針・目標と今後のプランを取りまとめた事業計画の策定を支援していき

ます。 

  

（３）事業内容 

 

①経営分析を行った事業者を対象とした「事業計画策定セミナー」の開催 

事業計画策定セミナー及び個別相談会を開催することで、事業計画策定に関心のある事業者に

参加してもらい、計画策定の動機づけを行います。自主的に作成できるスキルのある事業者に対

しては事業者主導で進めてもらい、経営指導員がフォローアップして きます。経営指導員のサ

ポートが必要な場合は伴走しながら計画策定を支援して きます。 

 

②事業計画の策定 

【支援対象】経営分析を行った事業者を対象とします。 

【手段・手法】 

Ⓐ経営指導員による計画策定支援 

経営指導員のサポートが必要な場合は、事業計画策定に必要な検討事項に基づき、経営 

    指導員が事業者の考えを聞き出すことで、事業計画書のストーリー構成等の計画策定を支 

援します。その上で事業の遂行に支障となる実施上の課題や問題点を洗い出し、その解決 

方法や具体策をアドバイスしていきます。 

また、持続的な発展のためには、確実な利益確保も必要になるため、現在の利益の獲得 
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    状況をベースにして、次の活動へつながる利益確保についても計画策定の内容として支援 

していきます。参考指標として「ローカルベンチマーク（経済産業省）」、「業種別経営指標

（中小企業実態基本調査報告書）」、「小企業の経営指標調査（日本政策金融公庫）」などを

利用して、適正な利益水準のレベルをアドバイスしていきます。 

 

Ⓑ専門家によるブラッシュアップ 

経営指導員が専門的ノウハウを必要とした場合、専門家を活用することで指導員自身が 

知識や経験していない部分を補っていきます。事業者の意思と実現可能性を考慮したうえ 

で、専門家と経営指導員とが協力することで、最終的な目的・目標・達成手段を確認し、 

事業計画をブラッシュアップ支援していきます。 

その際には各支援機関（滋賀県商工会連合会、滋賀県産業支援プラザ、滋賀県よろず支 

    援拠点、長浜ビジネスサポート協議会、滋賀県事業引継ぎ支援センター、金融機関、税理 

士、中小企業診断士弁護士等）と連携し、各専門性の視点から小規模事業者の抱える経営 

上の課題を明確にすることで、具体的な施策を計画として定着させ、実行へと向かわせま 

す。 

なお、策定支援の回数は、Ⓐ経営指導員による計画策定支援、Ⓑ専門家によるブラッシ 

    ュアップ（経営指導員同行）を合算して、１事業者あたり３回程度を想定しています。 

 

（４）目 標 

項 目 現 行 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

事業計画 

策定件数 
－ １５件 １５件 １５件 １５件 １５件 

 

【創業者・第二創業者対策】 

  長浜市では、平成２６年に県下で「創業支援事業計画」をいち早く策定し、長浜バイオイン

キュベーションセンター（NBIC)を中心に、バイオ産業分野における起業・創業支援に力を入れ

ており、専門家による支援実績があります。 

地域資源とバイオテクノロジーを活かした農林水産、健康・医療、環境分野の産業強化、大

学・研究機関の連携による新製品・技術開発や起業・第二創業の支援、高度な知識や技術を有

する企業人や有望な経営者人財・後継者の育成、起業家育成と経営支援に取り組むこととして

います。 

  このことから、これまでに取り組んできたバイオ産業分野だけでなく、幅広い分野で創業を 

 考えている方が気軽に相談でき、専門家によるハンズオン支援を受けられる体制を整備し、創 

業に必要な知識を習得できる研修会などを開催することで、起業家育成と経営支援体制の充実 

を図っていくこととします。 

  具体的には、長浜市と長浜市商工会及び長浜商工会議所等で構成する「（一社）長浜ビジネス 

 サポート協議会」、NBICの指定管理者である(一社)バイオビジネス創出研究会が連携し、基礎か 

 ら応用まで創業に必要な知識を習得するための研修会等の開催、金融相談を中心とした個別相 

談対応、各地域イベントを活用したテストマーケティング機会の提供、専門家によるハンズオ 

ン支援、販路開拓支援等を通じて、5年間で50件程度の起業実績を目指します。 

 

項 目 現 行 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

創業塾 

受講者 
４０ ４５ ４５ ４５ ４５ ４５ 

第二創業 

予定者 
０ ２ ２ ２ ２ ２ 
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５．事業計画策定後の実施支援に関すること 
 

（１） 現状と課題 

 

事業計画策定後の実施支援については、各商工会とも前述のとおり策定自体の数も少なく、ま

た策定後の伴走支援についても、小規模事業者持続化補助金採択者の実施確認や実績報告支援等

にとどまっているのが現状です。 

今後、事業者の持続的な発展のためには補助金採択者に限らず、事業計画作成者に対しての伴

走支援の充実が必要不可欠となってきます。 

また、事業計画策定後の実施支援に関しても、各商工会や各経営指導員によって支援方法や内

容に差があったため、合併を契機に統一していく必要があります。 

 

（２）事業内容 

 

策定した事業計画が順調に進むように経営指導員が伴走型支援を行います。計画と実態に差異

が生じた場合には経営指導員が適切な支援を行います。また、必要に応じて他の支援機関や専門

家と連携し丁寧にサポートします。 

① 経営指導員によるフォローアップ 

経営指導員は、計画書策定が完了したら、既存事業者に対しては２か月に１回、（専

門家派遣・資金調達支援含む。）巡回指導及びその他の方法により、進捗状況を把握し

てカルテに記録します。 

進捗が芳しくない場合は、新たな課題が生じているとの推定のもと、直ちに巡回指  

      導を行い、課題を把握するとともに、その解消に向けた指導・助言を行います。経営 

指導員で解消が困難である場合には専門家派遣を実施し迅速に対応していきます。 

② 専門家派遣によるフォローアップ 

支援依頼を受けた経営指導員は、相談カルテや策定された事業計画書に基づいて伴走

型支援を進めていきます。対象となる小規模事業者の意向がある場合や、経営指導員に

よる支援が困難な場合、専門的な立場からの支援が必要な場合には専門家派遣によるフ

ォローアップに切り替え、事業計画の実施上での課題解決だけでなく、経営革新計画や

経営向上計画についての国・県の法承認、認定などについても専門家とともに手厚く支

援します。 

③ 資金面での支援・フォローアップ 

立案・実施している事業計画を元に、必要な資金の調達においては、日本政策金融公

庫や地域金融機関と連携して、小規模事業者が持続的に事業を発展させていくために低

利な資金を経営指導員があっせんします。同時に調達後のフォローも随時実施していき

ます。 

 

（４）目 標 

 

項 目 現行 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

フォローアップ 

対象事業者数 
－ １７件 １７件 １７件 １７件 １７件 

頻度（延回数） － １０２回 １０２回 １０２回 １０２回 １０２回 

売上増加事業者数 － ５社 ６社 ６社 ７社 ７社 

営業利益率3％以

上増加の事業者数 
－ ３社 ４社 ４社 ５社 ６社 
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７．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
 

（１）現状と課題 

 

現在は、各商工会とも独自主体となるＢtoＣ事業やＢtoＢ事業など、新たな需要の開拓につ 

  ながる独自事業は行っておらず、全国商工会連合会が主催する全国物産展（ＢtoＣ）や、滋賀 

県商工会連合会が主催する食の展示会（ＢtoＢ）等や更に、他団体の企業展や商談会などの情 

報をチラシで配布案内することや、各商工会ホームページに掲載し、興味を持たれる事業所に

対して支援する方法を行ってきました。 

しかしながら、この方法では、経営指導員が個社の事業計画から伴走型支援をする方法と異 

  なり、単発的な支援に留まってしまいます。 

今後は販路拡大における情報収集や情報提供の方法も再検討するとともに、商工会独自での 

  ＢtoＣ事業やＢtoＢ事業では、集客力にも限界が生じる為、他団体の商談会や大型店舗の催事 

なども視野に入れながら、小規模事業者にとって有意義な、需要の開拓に寄与する事業が必要

となってきます。 

 

（２）事業内容 

 

①ＢtoＣ事業 

地元の大型店舗の催事で、事業計画を策定した事業者のうち優先的に１０社程度が出展 

し、新たな需要の開拓を支援します。また、全国商工会連合会が主催する、「全国物産展」

の出展も同様の支援をします。 

     対象事業者としては、近年、後継者不足により廃業が増加している製造販売業者や新た

に豊かな農作物を扱った加工品業者を中心として伴走支援を行います。 

 

企 画 名 称 場   所 主 催 者 対処業者 

イオン長浜 地元物産展 
イオン長浜店 

催事広場 
イオン長浜店 食品小売・飲食 

ニッポン全国物産展 
池袋サンシャイン 

展示ホール 
全国商工会連合会 食品小売・飲食 
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② ＢtoＢ事業 

滋賀県商工会連合会主催の「食の展示会」に、毎年、管内の業者５社を選定し参加しま 

す。参加するだけではなく、商談会でのプ ゼンテーションが効果的になるよう事前研修

を行うとともに、事後には、名刺交換した商談相手へのアプローチ支援など、商談成立に

向けた実効性のある支援をします。 

また、首都圏等で開催される既存の展示会への出展を目指します。出展にあたっては、

経営指導員等が事前・事後の出展支援を行うとともに、出展期間中には、陳列、接客など

きめ細かな伴走支援を行います。 

 

企 画 名 称 場   所 主 催 者 対処業者 

滋賀のちいさな企業 

食の展示商談会 

びわこ大津 

プリンスホテル 
滋賀県商工会連合会 食品小売・飲食 

東京インターナショナル 

ギフトショー 
東京ビックサイト ㈱ビジネスガイド社 住宅関連 

グルメ＆ダイニング 

スタイルショー 
東京ビックサイト ㈱ビジネスガイド社 

食品・雑貨・ 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）目 標 

 

項 目 現行 Ｒ２年度 Ｒ３年度 Ｒ４年度 Ｒ５年度 Ｒ６年度 

① ＢtoＣ事業 

出展事業者数 
－ １０件 １０件 １０件 １０件 １０件 

売上額／社 － １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 １０万円 

② ＢtoＢ事業 

参加事業者数 
３社 ５社 ５社 ５社 ６社 ６社 

成約件数／社 － １社 ２社 ２社 ３社 ３社 
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Ⅱ．地域経済の活性化に資する取組 
 

８．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

 
（１）現状と課題 

〔現状〕 国全体、あるいは県全体の総人口が減少傾向に転じる中、県中心部より離れている当

該地域は、より早い段階で人口減少局面に転じており、市町合併後の１０年間（平成１

７年国勢調査、平成２７年国勢調査）を比較すると、８千人以上の人口が減少している

状況にあります。また、高等教育機関が少ないため、１８歳人口の流出が著しい状況で

す。 

〔課題〕総人口の減少による地域経済の縮小 

    若年層人口減少による次世代の地域経済の担い手不足 

 

（２）事業内容 

 

「長浜ビジネスサポート協議会」の設立 

長浜ビジネスサポート協議会は、平成２４年度に策定した「長浜市産業振興ビジョン」に基 

づき設置された地域経済を包括的に振興する団体であり、商工会を筆頭に、商工会議所、長浜 

バイオ大学、市内金融機関で構成される社団法人です。先述の産業振興ビジョンに示される各 

種施策を展開していくため、総会及び理事会を年３回以上開催し、構成団体による意見交換、 

情報共有を諮っています。計画期間内に実施する予定の事業は以下のとおりです。 

 

①創業支援事業 

将来の地域経済の担い手を養成するため、創業希望者に対して基礎的な経営の知識等

を学習する機会である「創業塾」をはじめとする各種支援を行います。 

 

②地域雇用活性化推進事業 

総人口、若年人口が減少する中、地域経済の担い手である労働力を確保するため、企

業の雇用力を上げるとともに、新たな労働となり得る人財（高校生、女性、企業OB、外

国人）の就労意欲喚起を行い、地域での雇用を拡大するとともに、地域の生産力向上に

つなげます。また、地元事業者と人財とのマッチングの機会を創出することにより、小

規模事業者の雇用の確保を図ります。 

 

③ビジネスサポート推進事業 

小規模事業者等を対象に、事業規模拡大を目的とした研修や勉強会を開催するととも

に、地域内外の事業者とのマッチング商談会を開催し、販路開拓、新商品開発の機会を

創出します。 
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長浜ビジネスサポート協議会構成員（Ｒ1.11.1 現在） 

氏   名 所     属 協議会役職 

大塚 敬一郎 長浜商工会議所 会頭 会長・代表理事 

押谷 小助 東浅井商工会  会長 副会長・理事 

西村 豊和 長浜北商工会  会長 副会長・理事 

森 善昭 びわ商工会   会長 理事 

伊吹 正弘 長浜商工会議所 副会頭 理事 

大塚 良彦 (一社)ﾊﾞｲｵﾋﾞｼﾞﾈｽ創出研究会 代表理事 理事 

若林 浩文 関西文理総合学園 長浜ﾊﾞｲｵ大学 理事長 理事 

山中 仁敏 滋賀県東北部工業技術ｾﾝﾀｰ 所長 理事 

田中 克利 滋賀銀行長浜支店  支店長 理事 

滝本 剛士 関西みらい銀行長浜支店 支店長 理事 

岩田  始 大垣共立銀行長浜支店 支店長 理事 

藤居 正一 長浜信用金庫本店 営業部長 理事 

桐山 輝雄 長浜商工会議所 専務理事 業務執行理事 

千種 利明 東浅井・びわ広域商工会 事務局長 業務執行理事 

山岡 吉彦 長浜北商工会 事務局長 業務執行理事 

 

長浜ビジネスサポート協議会概念図（Ｒ2.4.1 予定） 
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Ⅲ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 
 

９．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 
 

（１）現状と課題 

 

 現在、支援ノウハウ等の情報交換においては、商工会の上部団体である滋賀県商工会連合会を窓 

口とした連携が中心となっており、その他の支援機関との連携があまりできていません。 

今後は、事業者の課題が複雑化していく中で、より専門的で広範囲な対応が必要になることを想 

定して、各関係支援機関とも深い関係性を持つことが求められてきます。 

具体的には、情報交換が必要なテーマの設定、事業者支援のノウハウ、支援の現状などを協議し

たうえで、上記以外の、近隣商工会との情報交換会の開催、商工会以外の支援機関（長浜ビジネス

サポート協議会、滋賀県産業支援プラザ、滋賀県よろず支援拠点、滋賀県中小企業団体中央会、滋

賀県信用保証協会、滋賀県事業引継ぎ支援センターなど）との情報交換、懇談会などに積極的に参

加することで支援力向上に努めていきます。 

 

（２）事業内容 

 

①長浜市産業振興ビジョン懇話会への出席（年１～３回） 

  長浜市、長浜商工会議所、長浜ビジネスサポート協議会、長浜信用金庫、長浜商店街連盟、

滋賀県東北部工業技術センター、湖北地域雇用対策連絡協議会等の関係者が参画する「長浜市

産業振興ビジョン懇話会」に出席し、長浜市の最新の経済動向を把握するとともに、長浜市産

業振興ビジョンに定める施策の進捗状況について、意見交換を行い、市の産業振興施策の向上

を図ります。 

 

②滋賀県商工会連合会主催の県内商工会情報交換会への出席（年４回） 

    滋賀県内の最新の経済動向や、県内各地の商工会の小規模事業者の支援策等の情報交換を行

い、支援力の向上を図ります。また、他の支援機関である滋賀県産業支援プラザ、滋賀県よろ

ず支援拠点、滋賀県中小企業団体中央会、滋賀県信用保証協会、滋賀県事業引継ぎ支援センタ

ーからの情報提供により、支援力向上に努めます。 

      

③長浜市内の金融機関との情報交換会の開催（年３回） 

 地域金融機関との情報交換会を開催し、小規模事業者への支援や関わり方についての情報交換 

はもとより、お互いの業務の共通点や違いを明確に理解し合うことで、協力して補完力を高め、 

小規模事業者への支援力向上につなげていきます。 
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１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 
 

（１）現状と課題 

現在の商工会は、基本的には事業者からの相談に対応する受身の支援スタイルとなっていま

す。合併前の各商工会は数名の経営指導員が中心となり、産業構造や風土に合わせ、地域に密着

した形で事業者支援を行う体制をとってきましたが、今後、事業者への手厚い伴走型の経営支援

を実行していくためには、経営指導員だけではなく商工会全体で同一の方向性を持つことが必要

です。 

今回、３商工会が合併することにより、職員の減少や業務の分散化も予想されており、システ 

ムの一元化や情報の共有化、業務の合理化などが緊急の課題となり、合併前と比較して業務内容 

や会員サービスが低下しないようにするためにも、経営指導員をはじめとした職員全員のレベル 

アップも必要となってきます。 

 

（２）事業内容 

 

①外部講習会等の積極的活用 

経営指導員及び経営支援員の支援能力の一層の向上のため、中小企業庁が主催する「経営指

導員研修」及び滋賀県商工会連合会主催の「職員研修」に対し、計画的に経営指導員等を派遣

します。 

また、事業計画の策定件数の増加と、そのための支援能力の向上が急務なため、中小企業大

学校が実施する「事業計画策定セミナー」への参加を優先的に実施します。 

 

②ＯＪＴ制度の導入 

 支援経験の豊富な経営指導員と経営支援員とがチームを組成し、巡回指導や窓口相談の機会

を活用したＯＪＴを積極的に実施し、組織全体としての支援能力の向上を図ります。 

経営支援チーム構成 

 地域名 旧商工会名 担当職員 担当職員 

① 浅井 東浅井商工会 経営指導員① 経営支援員① 

② びわ びわ商工会 経営指導員② 経営支援員② 

③ 虎姫 東浅井商工会 経営指導員③ 経営支援員③ 

④ 湖北 東浅井商工会 経営指導員④ 経営支援員④ 

⑤ 高月 長浜北商工会 経営指導員⑤ 経営支援員⑤ 

⑥ 木之本 長浜北商工会 経営指導員⑥ 経営支援員⑥ 

⑦ 余呉 長浜北商工会 経営指導員⑦ 経営支援員⑦ 

⑧ 西浅井 長浜北商工会 経営指導員⑧ 経営支援員⑧ 

 

③経営支援会議の開催 

各職員が日常の業務で知りえた情報やノウハウを共有することと、職員研修等へ出席した職

員が順番で講師を務め、経営支援の基礎から話の引出し術に至るまで、定期的なミーティング

（月２回、年間２４回）を開催し意見交換等を行うことで、職員相互の能力開発と資質向上を

図り、効果的な小規模事業者支援の実施を目指していきます。 

 

④データベース化 

担当経営指導員等が基幹システム上のデータ入力を適時・適切に行い、支援中の小規模事業 

者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外の職員でも一定レベル以上 

の対応ができるようにします。 







- 32 - 

 

（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

必要な資金の額 ４，０００ ４，２００ ４，４００ ４，６００ ４，８００ 

 

○展示会等出 

展費 

○専門家派遣 

費 

○セミナー開

催費 

 

 

 

 

 

 

 

３，０００ 

 

５００ 

 

５００ 

３，２００ 

 

５００ 

 

５００ 

３，４００ 

 

５００ 

 

５００ 

３，６００ 

 

５００ 

 

５００ 

３，８００ 

 

５００ 

 

５００ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

国補助金、滋賀県補助金、長浜市補助金、商工会費、商工会自己財源 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

㋐ 滋賀県商工会連合会  

滋賀県大津市打出浜 2-1 コラボしが 21 5階 会長 清水 憲  

 ㋑ 一般社団法人 長浜ビジネスサポート協議会 

     滋賀県長浜市高田町 10番 1号 代表理事 大塚 敬一郎  

 

（以下㋒～㋙及び長浜市商工会は、㋑の（一社）長浜ビジネスサポート協議会の構成団体） 

  

㋒ 一般社団法人 バイオビジネス創出研究会 

     滋賀県長浜市田村町 1281-8 代表理事 大塚 良彦  

 ㋓ 長浜商工会議所  

滋賀県長浜市高田町 10番 1号 会頭 大塚 敬一郎  

 ㋔ 学校法人 関西文理総合学園 長浜バイオ大学 

     滋賀県長浜市田村町 1266 理事長 若林 浩文  

 ㋕ 滋賀県東北部工業技術センター  

     滋賀県長浜市三ツ矢元町 27-39 所長 山中 仁敏  

 ㋖ 株式会社 滋賀銀行   

滋賀県大津市浜町 1番 38号 取締役頭取 高橋 祥二郎 

（株式会社滋賀銀行長浜支店 滋賀県長浜市高田町 9番 10号 支店長 田中 克利） 

 ㋗ 株式会社 関西みらい銀行 

大阪市中央区備後町 2丁目 2番 1号 代表取締役社長 菅 哲哉 

   （株式会社関西みらい銀行長浜支店 長浜市八幡東町 35番地１ 支店長 滝本 剛士） 

㋘ 株式会社 大垣共立銀行  

 岐阜県大垣市郭町 3丁目 98番地 取締役頭取 境 敏幸 

   （株式会社大垣共立銀行長浜支店 滋賀県長浜市高田町 4番 2号 支店長 岩田 始） 

 ㋙ 長浜信用金庫  

滋賀県長浜市元浜町 3番 3号 理事長 田邊 功 

連携して実施する事業の内容 

①地域の経済動向調査にかかる連携 

②経営状況の分析にかかる連携 

③事業計画策定支援にかかる連携 

④事業計画策定後の実施支援にかかる連携 

⑤需要動向調査にかかる連携 

⑥新たな需要の開拓に寄与する事業にかかる連携 

連携して事業を実施する者の役割 

㋐ 滋賀県商工会連合会 

①  地域経済動向・需要動向の情報提供と詳細についての指導 

②  事業計画策定、計画実施時の高度で専門的な課題解決に向けての支援 

③  商品・サービスのブラッシュアップにかかる専門的な支援 

④  創業支援にかかる専門的な課題について支援 

⑤  事業承継にかかる情報の収集・提供と高度かつ専門的な支援指導 

⑥  国内販路開拓にかかる展示会商談会等の情報提供、出展支援 




